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1

利用世帯に対して外国人家事支援人材により
政令第16条第５号に掲げる業務を含む家事支
援活動を提供しようとするときは、（ア）から（ウ）
のいずれかの日本語能力を有する外国人家事
支援人材に家事支援活動を行わせることとして
いること。

業務方法書
利用世帯に対して政令第16条第５号に掲げる業務を含む家事支援活動を外国人家事支援人

材により提供するときは、（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有している者に家事支援活
動を行わせる旨の規定がある。

（ア）から
（ウ）のい
ずれか

経産局 事務局

2 1 業務方法書
外国人家事支援人材の有する日本語能力について、契約時に利用世帯に十分説明し、当該

利用世帯と明示的に合意した場合に限って、（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない
外国人家事支援人材に家事支援活動を行わせる旨の規定がある。

経産局 事務局

2 2 業務方法書
（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない外国人家事支援人材による家事支援活動

の提供について、利用世帯への説明や利用世帯との合意の方法について具体的かつ適切な規
定がある。

経産局 事務局

2 3 予定請負契約書

契約当事者としての記名押印又は署名以外に、利用世帯が（ア）から（ウ）のいずれかの日本
語能力を有しない外国人家事支援人材の有する日本語能力について十分説明を受け、その日
本語能力を有する外国人家事支援人材による家事支援活動を受けることに合意したことを明ら
かにする記名押印又は署名欄がある。

経産局 事務局

3 1 業務方法書
特定機関及び利用世帯と外国人家事支援人材との間で、日本語以外の言語を用いて十分な

意思疎通ができる場合に限って、外国人家事支援人材に家事支援活動を行わせる旨の規定が
ある。

経産局 事務局

3 2 業務方法書

特定機関と（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない外国人家事支援人材との間、利
用世帯と（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない外国人家事支援人材との間のそれ
ぞれについて、日本語以外の言語による円滑な意思疎通を確保するための具体的かつ実効的
な方法を明らかにした規定がある。

経産局 事務局

3 3 予定請負契約書

契約当事者としての記名押印又は署名以外に、利用世帯と（ア）から（ウ）のいずれかの日本語
能力を有しない外国人家事支援人材との間で、日本語以外の言語による円滑な意思疎通を確
保するための具体的かつ実効的な方法について明確な規定があり、かつ、利用世帯が特定機
関から十分な説明を受けたことを明らかにする記名押印又は署名欄がある。

経産局 事務局

4 1 業務方法書
入国後、家事支援活動を開始する前に、（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない外

国人家事支援人材を特に対象として、警察や消防への通報など、緊急時の対応に関する研修を
受講させる旨の規定がある。

経産局 事務局

4 2 緊急時対応研修計画書
（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない外国人家事支援人材が緊急時の対応を確

実に行えるようになるため、（ア）から（ウ）のいずれかの日本語能力を有しない外国人家事支援
人材のために特に研修を行うこととしており、その研修内容が効果測定を含むなど適切である。

経産局 事務局

外国人家事支援人材の有する日本語能力に
ついて、特定機関が定める方法に基づき、契約
時に利用世帯に十分説明し、当該利用世帯と
明示的に合意した場合に限って、外国人家事支
援人材に家事支援活動を行わせることとしてい
ること。（解釈第二３．①関係）

利用世帯と
の明示的

合意

特定機関及び利用世帯と外国人家事支援人
材との間で、日本語以外の言語を用いて十分な
意思疎通ができる場合に限って、外国人家事支
援人材に家事支援活動を行わせることとしてい
ること。（解釈第二３．②関係）

意思疎通

解釈：国家戦略特別区域法第16条の４に規定する「国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業」に係る解釈（平成27年11月12日 内閣府、法務省、厚生労働省、経済産業省 令和２年４月14日変更）

入国前後、家事支援活動を開始する前に、外
国人家事支援人材に対し、警察や消防への通
報など、緊急時の対応に関する研修を受講させ
ることとしていること。（解釈第二３．③関係）

緊急時対
応研修

（備考）上記のほか、登記事項証明書、定款の写しにより、「日本語能力特例特定機関の確認申請書」（様式第９号）の記載内容が真正であることを確認します。

【凡例】
政令：国家戦略特別区域法施行令（平成26年政令第99号）

日本語能力特例特定機関の条件適合性チェックリスト（様式第９号関係）

家事支援活動を行うために必要な日本語の能力は、「日本語能力試験（ＪＬＰＴ）」のＮ４程度その他これと同等以上の能力を有すると認められるものとし、具体的には、以下の（ア）から（ウ）のいずれかを満たすこととします
が、政令第16条第５号に掲げる業務を含まない家事支援活動を行おうとする場合において、一定の条件を満たす特定機関（以下「日本語能力特例特定機関」という。）に雇用されるときは、この限りではありません。
（ア）日本語能力試験（ＪＬＰＴ）のＮ４、Ｎ３、Ｎ２又はＮ１に合格していること
（イ）Ｊ．ＴＥＳＴ実用日本語検定（株式会社語文研究社が実施するＪ．ＴＥＳＴ実用日本語検定をいう。）のＤ Ｅレベル試験において350点以上取得していること又はＡ Ｃレベル試験において600点以上取得していること
（ウ）日本語ＮＡＴ ＴＥＳＴ（株式会社専門教育出版が実施する日本語ＮＡＴ ＴＥＳＴをいう。）の４級、３級、２級又は１級に合格していること

第三者管理協議会は、解釈の規定に照らして、①欄の条件について、②欄の添付書類に基づき、③欄の方法により適合性の確認を行い、その結果を内閣府地方創生推進事務局に集約することにより、日本語能力特例
特定機関の条件に適合しているか否かの確認を行います。
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